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当社は、製品使用時に環境負荷が少ない製品の供給に取り組んでいます。硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸化物（ＮＯ
ｘ）、粒子状物質（ＰＭ）の更なる低減、地球温暖化対策（CO2削減）のため、ガソリンおよび軽油のサルファーフリー化
（硫黄分10ppm（質量）以下）の設備対応を行い、法規制に先駆け2005年より供給を開始しました。
また、地球温暖化防止に向けた政府の対策に対応し、植物由来のバイオエタノールと石油系ガスのイソブテンで合成
した「バイオＥＴＢＥ」を配合したレギュラーガソリンの供給を2010年から、プレミアムガソリンの供給を2016年から
開始しています。
下記のグラフはバイオＥＴＢＥのガソリンへの配合量を表しています。

2008年４月に商業運転を開始した第２流動接触分解装置は環境に配慮した設計となっており、ばいじん、窒素酸化
物（ＮＯｘ）の排出量を大幅に抑えた運転を行っています。当社は、第１・第２流動接触分解装置と減圧残油熱分解装置
との組み合わせで、重質油を分解してガソリン、灯油、軽油等を製造し、資源の有効利用を進め、高硫黄Ｃ重油を殆ど
生産しない製油所となっています。
特に減圧残油熱分解装置は、原油精製の残渣とも言えるアスファルトを、さらに分解・精製してガソリンや軽油の基
材を生み出します。これにより、蒸留工程後に従来は、原油の21.5％が残渣になっていたものを、当製油所ではわずか
6％にまで低減させています。このような他の追随を許さない「高い重質留分の分解設備装備率」は、当社にとって大き
なアドバンテージとなっています。

2020年1月から開始した船舶用向け燃料油の硫黄分規制に対応した船舶用低硫黄重油の出荷を規制前の2019年
10月より開始しています。

2 環境にやさしい製品供給

第２流動接触分解装置 減圧残油熱分解装置
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当製油所では、地球温暖化を防止するために、設備の高効率化、熱回収率の向上、高度制御の導入等徹底した省エネ
ルギー対策を一層深化・加速させています。2050年カーボンニュートラルに向けた対応として、2050年度には自社事
業で排出するCO2をネットゼロとすることを目指すとともに、供給するエネルギーの低炭素化等を図ることにより、社
会全体のカーボンニュートラル実現に貢献します。

（１）省エネルギー実施状況　　　　　　
石油連盟は2010年度に低炭素社会実行計画
を策定し、2010年度以降省エネルギー対策を
進めてきました。当社としても2030年度におい
て業界での当社規模に基づく担当見込み分で
ある原油換算49.4千kLの削減を目標としてお
り、これを2017年度時点で達成しました。
当社の省エネルギーに関する目標の達成状
況としては、第三次中期事業計画で掲げた環
境目標である「製油所における省エネルギー量	
15,000kL-coe/年※」を達成したほか、エネル
ギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへ
の転換等に関する法律の努力目標である5年度
間平均エネルギー消費原単位の年１％以上の低
減を達成し、事業者クラス分け評価制度におい
て、最高評価となるSクラスを2年連続で獲得し
ました。
※2021年度から2025年度までの省エネルギー投資
/活動により、省エネ対策を行わない場合と比較し
て、原油換算で年間15,000kL分のエネルギー使用
量の削減を達成する。

（２）温室効果ガス排出量
燃料・電力・蒸気等のエネルギーの消費に伴
い、製油所で排出するCO2は右のグラフに示す
とおりとなっています。省エネルギーの推進によりCO2排出削減に努めています。
当製油所におけるCO₂排出量削減に向けた将来的な燃料転換の取組みとして、10号ボイラーにおいてアンモニア混
焼を実施しています。アンモニアは燃焼時にCO₂を排出しない燃料であり、化石燃料使用量を低下させ温室効果ガス排
出削減に貢献します。当社は、CO₂排出削減に加え、将来的な低炭素燃料・脱炭素燃料活用を見据えた技術・運転ノウ
ハウの蓄積を進めています。　

（３）太陽光発電によるクリーンなエネルギー供給
当社子会社である富士臨海㈱は、当社の中袖原油備蓄基地内の遊休地を利用した太陽光発電事業（発電能力：１MW）

を行っています。これにより、クリーンなエネルギー供給を行い、当社グループとして環境負荷低減に貢献しています。

3 地球温暖化対策
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特定したリスクと機会
区分 項目 内容 時間軸

移行
リスク

炭素税の導入 炭素税の導入が進む場合、法令遵守に係る追加コストが発生
する。 中期～長期

国境炭素税の導入 輸出入先の関税によって、輸出入先の振り替えが発生し、競争
力に影響する。 長期

排出規制の強化 炭素排出目標の設定・強化に伴って排出量取引の導入・拡大
が進んだ場合、排出枠購入等のコストが発生する。 中期～長期

主要製品の需要減少 ガソリン車、ディーゼル車に関する販売規制の導入・強化等に
よりガソリン・軽油の需要が減少する。 長期

物理的
リスク

自然災害の激甚化・頻発化に
よる操業への影響

激甚化した高潮や洪水、台風等により製油所が被害を受けた
場合、装置稼働の低下・停止や、補修によるコストの増加が発
生する。

短期～長期

機　会

最先端省エネ技術や脱炭素
技術の導入

最先端省エネ技術の導入による製油所のエネルギー効率の更
なる向上により操業コストが減少する。 長期

合成燃料の需要増加 合成燃料（e-fuel等）の需要が拡大することで、新たな販売機
会の獲得と売上の増加につながる。 長期

Scope別CO2排出量
区分 カテゴリ CO2排出量

（t-CO₂） 比率（％）

Scope３ 上流

1 購入した製品・サービス 2,217,098 11.67
2 資本財 48,678 0.26
3 Scope1,2に含まれない燃料 10,433 0.05
4 輸送・配送（上流） 52,827 0.28
5 事業から出る廃棄物 6,179 0.03
6 出張 82 0.00
7 雇用者の通勤 292 0.00
8 リース資産（上流） 4 0.00

Scope１,２ 自社の排出量 1,191,515 6.27

Scope３ 下流

9 輸送・配送（下流） 296,378 1.56
10 販売した製品の加工 － －
11 販売した製品の使用 14,436,443 76.00
12 販売した製品の廃棄 735,615 3.87
13 リース資産（下流） 237 0.00
14 フランチャイズ － －
15 投資 － －

合計 18,995,781 100

（４）気候変動への対応

2021年7月に金融安定理事会(FSB)により設置された気候関連財務情報開示タスクフォース(以下、TCFD)提言に賛
同するとともに、TCFD	コンソーシアムに参画いたしました。TCFD	は企業等に対し、気候変動がもたらすリスク及び機
会の財務的影響について把握し、開示することを推奨しています。
当社は環境省所管の「令和３年度TCFDに沿った気候リスク・機会のシナリオ分析支援事業」に応募し、支援対象企
業に選定されました。TCFD提言における要求項目のうち、「戦略」項目について推奨されるシナリオ分析に関して、リ
スク重要度の評価・シナリオ群の定義・事業インパクトの評価等を行い、今後の方向性を検討しました。当社の事業に
おける気候変動リスクおよび機会について、ステークホルダーの皆様への適切な情報開示に努め、環境負荷の低減及
び地球環境の保全に資する取り組みをより一層推進してまいります。
また、当社はカーボンニュートラルの実現と社会変革を見据えて2023年度にGXリーグへ参画いたしました。カーボ
ンニュートラル社会実現に向けた諸活動は、カーボンニュートラル推進委員会にて推進しています。

（５）サプライチェーンCO2排出量

当社は石油精製/販売事業を行って
おり、製油所の操業に伴うCO2の排出量
（Scope１+Scope２）と比較して、原材
料である原油の生産時や当社の製品をお
客様が使用する際のCO2排出量（Scope
３）が非常に多いという特徴があります。
2025年度のCO2排出量については、製油
所からのCO2排出量のみならず、サプライ
チェーン全体のCO2排出量を算定しまし
た。2025年度のサプライチェーンCO2排
出量の算定結果は右図の通りです。

注)	本表の自社排出量(Scope1，2)は温室効果
ガス(GHG)プロトコルに基づき算出してお
り、前述のCO2排出量推移の実績値とは算
出方法が異なります。
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製油所のボイラーや加熱炉などから発生する大気汚染物質とされる硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、ばい
じんおよびタンク・出荷設備から発生する揮発性有機化合物（VOC）の排出を抑制するために各種の環境対策を行っ
ています。
精製過程で除去された硫黄分は、液体硫黄として回収し、窒素分は液化アンモニアとして回収して製品出荷しています。

（１）硫黄酸化物（SOx）対策

製油所のボイラーや加熱炉から発生するSOxを削減するため、燃料として各装置から副生する硫黄分の少ない石油
精製ガスを主体に使用しています。更に燃焼排ガス中のSOxを排煙脱硫装置で除去し、2025年度の年間平均排出量を
総量規制値の42％に抑制しました。

（２）窒素酸化物（ＮＯｘ）対策

製油所のボイラーや加熱炉から発生するＮＯｘを削減するため、排ガス量の多い大型ボイラー等には排煙脱硝装置
を設置し、その他の加熱炉等には低ＮＯｘバーナー、二段燃焼などにより燃焼方法を改善することで対応してきまし
た。その結果、2025年度の年間平均排出量を総量規制値の49％に抑制しました。

（３）ばいじん対策

製油所では各装置から副生する石油精製ガスを主とする良質燃料を使用するとともに、電気集塵機やサイクロンに
よりばいじんの排出防止に努めており、2025年度の年間平均排出量を総量規制値の11％に抑制しました。　

4 大気汚染防止

硫黄回収装置

ＣＯボイラー排煙脱硝装置

10号ボイラー発電所の	乾式電気集塵機
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（＊注１）ＣＯＤ：Chemical	Oxygen	Demand（化学的酸素要求量）

製油所内の各廃水は、微生物水処理装置、凝集沈殿処理装置、活性炭吸着処理装置を通して、ＣＯＤ（＊注１）、全窒
素、全りん、浮遊物質等を総量規制値より十分低い負荷量に低減し、海に放流しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、当社は千葉県から工業用水を受け入れ、機器の冷却等に使用していますが、全冷却使用量の96％以上を再循
環使用し、水資源の節約に努めています。

（４）揮発性有機化合物（VOC）対策

原油タンクやガソリンタンクは炭化水素ベー
パーの蒸発を抑制するため、密閉構造の浮屋根
式タンクとしています。
タンクローリーや貨車出荷時に発生するＶＯ
Ｃは炭化水素回収装置により88％以上を回収し
ています。
また、ベンゼンの船出荷時に発生するベンゼ
ンベーパーについては、ベンゼンベーパー回収装
置により99．９％以上を回収しています。

5 水質汚濁防止、水資源の節約

浮屋根式ガソリンタンク

炭化水素回収装置ベンゼンベーパー回収装置
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ＰＲＴＲ第１種指定化学物質
製油所　排出・移動量（2025年度） （単位：t/年）

物質
番号 物質名 大気排

出量
水域排
出量

廃棄物
移動量 合計

1 亜鉛の水溶性化合物 0.00	 0.80	 0.00	 0.80	
20 2-アミノエタノール 0.07	 0.05	 0.00	 0.12	
53 エチルベンゼン 0.22	 0.00	 0.00	 0.22	
80 キシレン 1.50	 0.00	 0.00	 1.50	

207 2,6-ジ-ターシャリー
ブチル-4-クレゾール 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	

219 ジメチルジスルフィド 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	
262 テトラクロロエチレン 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	
300 トルエン 3.00	 0.00	 0.00	 3.00	
302 ナフタレン 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	
321 バナジウム化合物 0.00	 0.00	 0.15	 0.15	
392 ヘキサン 54.00	 0.00	 0.00	 54.00	
400 ベンゼン 0.43	 0.00	 0.00	 0.43	
438 メチルナフタレン 0.04	 0.00	 0.00	 0.04	
453 モリブデン及びその化合物 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	
691 トリメチルベンゼン 0.28	 0.00	 0.00	 0.28	
731 ヘプタン 9.20	 0.00	 0.00	 9.20	
合計 68.74	 0.85	 0.15	 0.00	

ＰＲＴＲ法（＊注１）の対象となる物質は、当社で25
物質あり、2025年度実績では規定取扱量以上の
17物質について届け出ています。また、有害化
学物質であるベンゼン等については、製造施設
の密閉構造化、タンクの内部浮屋根化、船出荷時
のベンゼン回収により、大気への排出量の削減を
行っています。
改正化審法（＊注２）対応として、2025年度の石油

製品等に含まれる対象化学物質（優先評価物質、
一般化学物質）の生産量等の実績報告を2026年
６月に行いました。今後も化学物質の有害性情報
の把握およびこれらの適正な報告を行っていき
ます。

（＊注１）	ＰＲＴＲ法（Pollutant	 Release	 and	Transfer	
Register法：特定化学物質の環境への排出量の把
握等および管理の改善の促進に関する法律）とは化
学物質の生産、使用、貯蔵の際に、化学物質をどの
程度、環境中に排出しているかを登録し化学物質の
管理の促進を目的とする法律

（＊注２）	化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関す
る法律）とは人の健康を損なうおそれ又は動植物の
生息・生育に支障を及ぼすおそれのある化学物質に
よる環境の汚染を防止することを目的とする法律

6 化学物質の管理

（１）産業廃棄物対策

製油所の産業廃棄物としては、排水処理汚泥、廃油、スラッジ、廃触媒、廃酸、廃アルカリ、保温屑、金属屑等があり
ます。石油連盟は産業廃棄物最終処分量の削減目標を2025年度において2000年度比96％程度削減としています。
当社は産業廃棄物の減量化と再資源化に向けた努力の結果、2011年度から直接埋め立てゼロを継続しています。ま
た、石油連盟は産業廃棄物最終処分率を１％以下とする（ゼロエミッション）という追加目標を設けて活動中ですが、当
社は2012年度から０％を継続しています。

（２）ＰＣＢ廃棄物対策

ＰＣＢ廃棄物は、ＰＣＢ特措法に基づいて適切に保管し、高濃度ＰＣＢ廃棄物の中で変圧器等は2016年度に処分を完
了しました。それ以外の高濃度ＰＣＢ廃棄物については計画的に処分を行っていきます。低濃度ＰＣＢ廃棄物について
は、2013年から処分を進めており、使用中のＰＣＢ含有機器についても順次、更新と適正処理を行っています。
また、千葉県には管理状況を年１回定期的に報告しています。

7 廃棄物の削減・リサイクル対策

＊最終処分量とは産業廃棄物の再資源化ができず埋立処分した量
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当社は、ボランティア活動として①袖ケ浦市臨海地区清掃への参加（年間４
回）②自主企画清掃活動の実施（年間１回）を行うと共に、③地域行事への積
極的参加等を行い、地域とのコミュニケーションを深めています。
2019年９月の台風15号の際には袖ケ浦市内で大規模停電が発生し、市内
の給油取扱所において消防車両等への給油が困難となる可能性がありまし
た。今後同様の災害が発生した際に、災害時の消防車両等への燃料供給体制
の確保のため、袖ケ浦市と当社製油所は2020年３月26日に「災害時における
消防車両等への燃料供給に関する協定」を締結しました。2020年７月には同
協定に基づいた給油訓練を実施しています。今後も毎年給油訓練を実施して
いきます。
災害時におけるライフライン維持への貢献を一層強化するため、2026年３
月に千葉県と「災害時における浄水場等への燃料供給に関する協定書」を新
たに締結しました。本協定に基づき、災害発生時には工業用水道施設の浄水
場に設置された非常用発電設備および関連車両の運行に必要な燃料供給を
行い、工業用水の安定供給の確保に貢献してまいります。今後も当
社は、地域社会の一員として、防災・減災および地域インフラの維
持に資する取り組みを継続・発展させ、地域とともに持続可能な社
会の実現を目指してまいります。

当製油所は、地域の一員として地域行事に積極的に参加するな
ど地域との相互理解を深めるとともに、袖ケ浦市の各種協議会、審
議会のメンバーとして地域の経済振興や発展に協力しています。な
お、当製油所は、見学・体験を通じて次世代エネルギーに関する県
民等の理解を増進することを目的とした施設ネットワークである千
葉県次世代エネルギーパークとしても登録されています。

千葉県の自然環境の保全や再生のための活動に使用される「ち
ば環境再生基金」への募金を毎年継続して行っています。
その他、地域社会における安全や連携への当社の貢献に対し
て、管轄警察署から感謝状が授与されています。

社会への貢献
1	地域社会への貢献

2 募金活動等

袖ケ浦市との「災害時における消防車両等へ
の燃料供給に関する協定」に基づく給油訓練

定期的な清掃活動

管轄警察署からの感謝状授与

【重要課題】エネルギーの安定供給、労働安全衛生ステークホルダーとの共存共栄【重要課題】エネルギーの安定供給、労働安全衛生ステークホルダーとの共存共栄S【重要課題】エネルギーの安定供給、労働安全衛生ステークホルダーとの共存共栄【重要課題】エネルギーの安定供給、労働安全衛生ステークホルダーとの共存共栄SSS Social ： 社会
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【課題】ガバナンス、コンプライアンス【課題】ガバナンス、コンプライアンスG【課題】ガバナンス、コンプライアンス【課題】ガバナンス、コンプライアンスGGGG Gorvanance ： ガバナンス

当社は、株主・取引先・地域住民の方々等広く社会からの信頼と支持を得られる企業グループとなることを
目指し、企業理念や企業行動憲章を定め、グループ全役職員一丸となってその実践に取り組んでいます。ま
た、当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、株主・取引先・地域住民の方々等の立場
を踏まえた上で、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うべく、コーポレート・ガバナンスの適切な構築・
実践を経営の最重要事項のひとつと位置付けており、以下の５つの原則をその基本としています。　　　　　　　　　　　　　　　

1.		株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を適切に行使するこ
とができる環境の整備を行い、また、株主の実質的な平等性を確保します。

2.		取引先・従業員・地域住民の方々をはじめとする様々なステークホルダーとの適切な協働に努めます。
3.		当社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係る情報等の
非財務情報について、法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報提供にも
積極的に取り組みます。

4.		当社の取締役会は、企業戦略等の方向性を示し、適切なリスクテイクを支える環境を整備するととも
に、経営陣・取締役への実効性の高い監督を行います。

5.		当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的とする株主との建設的な対話を積極的に行い
ます。

コーポレート・ガバナンス

取締役会

社　長

常勤役員会

担当部署・グループ会社

内部監査部

監 査 役 会計監査人

選任・解任

付議・報告

選任・解任 選任・解任

監督

監督・指示

指揮 指示

監査

監査

監査

監査 連携

連携 連携

株　主　総　会

報告

報告
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当社は、「企業行動憲章」の精神を具現化するために、当社および当社子会社の役職員が職務を遂行する
に当たり遵守すべき「富士石油行動基準」を定めています。

また、「企業倫理推進規程」において当社グループの企業倫理推進に係る組織体制および企業倫理施策等の
実施・運営の原則を定め、企業倫理施策の推進責任者（CCO）である社長の下、各部門長および従業員代表並
びに子会社企業倫理担当者を構成員とする企業倫理委員会を定期的に開催しています。同委員会にて年度ご
とに年間重点目標を定め、グループ一丸となって各種の企業倫理推進活動に取り組んでいます。

2025年度は、「法令遵守意識を更に高めよう」を年間重点目標に設定し、「法令遵守」及び「コミュニケー
ション」をテーマに専門家による講演会を10月と３月の２回ウェブ方式で開催しました。講演会には、グルー
プ各社から多数の役職員が参加するとともに、その後出席できなかった役職員に対して録画視聴等を行い、
具体的な改善方法を学びその実践に努めました。

また、経団連の企業倫理月間に合わせて、10月を当社グループのコンプライアンス強化月間に定め、トップ
メッセージをグループ全役職員に発信するとともに、企業倫理に係る規程類等を取りまとめた「富士石油グ
ループ企業倫理ハンドブック」を全役職員が再度精読し、年間重点目標を再確認しました。

毎年３月には、グループ各社の社長および企業倫理委員並びに関係役職員が一堂に会して年次総会を開催
し、CCOおよび各社社長より、当年度の活動実績および次年度活動計画に係る具体的施策について報告する
など、１年間のグループ企業倫理活動の総まとめを行っています。

更に、「内部通報規程」を定め、当社グループにおける法令違反行為等の防止および早期発見、自浄作用の
機動性向上並びに法令違反行為等の是正を図るとともに、内部通報者等の人権を保護し、当社グループに対
する社会的信頼を確保し向上させることに努めています。

なお、上記年間重点目標を掲げた「コンプライアンスの誓い」カードを毎年作成し、グループ全役職員が携
行しコンプライアンス意識の向上を図っています。

コンプライアンス

2026年度版

コンプライアンスの誓い

私たちは富士石油グループの一員として

①法令や会社諸規則に違反しない行動

②社会道徳や富士石油行動基準に沿った行動

③家族や社会に誇れる行動

をいつもこころがけています

【 2026年度年間重点目標 】 富士石油企業倫理委員会

私たちは

相談しやすい職場環境づくりに努め

迷ったら立ち止まり相談できる風土をつくります



富士石油株式会社  安全環境室
お問い合わせ先

発行年月  ２０２6年８月２８日

無断転載を禁止します。
なお、本誌記載内容は、富士石油㈱のホームページ
(https://www.foc.co.jp/ja/csr/reports.html)でもご覧いただけます。

千葉県袖ケ浦市北袖1番地
TEL.0438-63-7009　FAX.0438-63-7053
https://www.foc.co.jp/

本報告書は再生紙とエコマーク認定のインキを使用しています。


